
計画認定ロゴマーク

※ 申請に必要な書類は市HPや「申請の手引き」等でご確認ください

久留米市中小企業止水板等設置事業費補助金

①計画申請

中小企業者

国（九州経済産業局）

久留米市

事業継続力強化計画の作成

②認定

③補助金申請④補助金交付

補助上限 5０万円
補助率 １／２

大雨等による浸水被害への〈事前対策〉

災害事前対策に特化した融資
制度を開始しました

事業継続力強化計画
の認定を受けることが要件です

対象者

止水板の設置

要 件
事業継続力強化計画の認定を受けていること

市税の滞納がないこと

申請期限
令和４年１２月２８日（水）まで
※ 申請期限を延長しました。
上記の期限内であっても早期に受付を終了することが
あります。まずは下記までお早めにご相談ください。

申請方法
下記申請先へ 窓口提出 または 郵送

【申請・問い合わせ先】

〒 830-8520 久留米市城南町 15 番地 3
久留米市 商工観光労働部 商工政策課
Tel ：0942-30-9133 Fax： 0942-30-9707
Mail：syoko@city.kurume.lg.jp

音声コード

 補助対象となる経費は、当該事業を実施するために直接必要な経費でな
ければなりません。

 補助金の交付決定前に契約・着工したものは、対象外となります。
 施工業者は、可能な限り市内事業者の活用についてご検討ください。
 店舗(事業所)兼住宅の場合は、主たる工事が店舗（事業所）部分である場
合に対象になります。

 国や地方公共団体が実施する制度と重複する場合は、対象外となります。
 申請にあたっては、要綱、申請の手引き、Q＆Aをよくご確認ください。

申請にあたっての留意事項

認定制度の詳細・計画作成の支援は裏面を参照

事業継続力強化計画 とは・・

中小企業が作成する防災・減災の事前対策に
関する計画を経済産業大臣が認定する制度。

久留米市中小企業止水板等設置事業費補助金

※ 申請の後、工事内容の聞き取り等を行います。
また、必要に応じて現地確認を実施します。

本補助金は、国の計画認定を受けた事業者が
止水板の設置工事等の浸水対策に取り組む経費
の一部を久留米市が助成するものです。

補助額 補助上限 ５０万円 補助率 １／２

止水板の設置工事のほか、設備のかさ上げや外構等の
工事など浸水被害の防止・軽減につながる工事が対象
になります。

例） 排水管等への逆止弁の設置工事
受変電設備のかさ上げ（架台設置等）・移設
止水壁等の工事 など

対象工事
① 止水板の設置工事及び附帯工事
② 浸水被害の防止又は軽減に資する関連工事

浸水被害の防止・軽減につながる

止水板の設置工事等に要する費用を助成します

点検しましょう・備えましょう

市HP
QRコード

市内で事業を営む中小企業、個人事業者
※ 農林漁業、政治･経済･文化団体、宗教法人･団体は対象外

※ 過去の浸水被害の有無にかかわらず、申請が可能です。

裏面参照

令和4年7月1日版

【変更】 補助上限額を引き上げました。



中小企業者に対して、新型コロナウイルス、自然災害等に対する事業継続力強化
計画の作成をイチから無料支援します。

〈①オンライン型の実践セミナー〉

【概要】
複数事業者参加によるオンライン形式にて、最新の災害事例・減災事例を示し
ながら、計画策定の必要性や手順を講義、演習、グループディスカッションを通じ
て分かりやすく解説。不明点等の確認を行える個別相談会も実施します。

【所要時間】
４時間程度 ※多忙な経営者のための1時間コースもございます。

【開催日時】
日程は複数ございます。事務局ホームページをご確認ください。

〈②専門家を派遣するマンツーマン支援〉

【概要】
事前対策に取り組む中小企業に対して、専門家を派遣して事前対策の取組の
検討と計画策定の個別支援を実施

【実施回数】
３回（延べ10時間）程度

※①②ともにWEB上で専用の申込フォームより申込ください。

１ 制度概要

【要件】
・ 市内に事業所を有し、市税を完納している中小企業者
・ 事業継続力強化計画の認定を取得し、計画に記載する災害への

事前対策を行うものとして市の認定を受けたもの

【資金使途】
災害への事前対策に要する設備資金
※ 既存借入からの借換えはできません。

【限度額】 １,０００万円
※ 緊急経営支援資金の一般枠、経済対策特別枠、機器関連枠、

災害復旧枠、新型コロナウイルス感染症特別枠とは別枠

【利率】 ０．８％

【貸付期間】 ７年以内（据置１年以内）

【保証料率】 ０％（市が全額負担します）

【利子補給】 市が最初の１年間の利子（延滞利子を除く）を全額補給
※ 利子補給の申請時期は、融資実行日から１年経過後

２ 緊急経営支援資金（災害事前対策枠）の受付

【申請・認定窓口】

商工政策課 （市役所11階）または 各総合支所産業振興課

※認定申請時、融資申込時に必要な書類等は
市HP（右のQRコードよりリンク）でご確認ください。

計画策定の手引き・策定支援

（独）中小機構の計画作成支援【無料】

緊急経営支援資金（災害事前対策枠）

事務局HP
（申し込みもこちら）

【お申し込み・お問い合わせ先】
事業継続力強化計画策定支援事務局
TEL：03-6680-7330 E-mail：info_kyoujinka@tohmatsu.co.jp

【お問い合わせ先】
久留米市 商工政策課 TEL：0942-30-9133 FAX：0942-30-9707

E-mail：syoko@city.kurume.lg.jp

計画策定の手引きリーフレット中小企業庁HP

計画策定にあたっては、まずは、中小企業庁の
計画策定の手引き等をご確認ください。

詳細はこちら

国の事業継続力強化計画認定制度

〇 中小企業が行う防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定する制度です。
〇 認定を受けた事業所は税制優遇や補助金の加点などの支援策が活用できます。
〇 令和2年10月に感染症対策を盛り込んだ「事業継続力強化計画策定の手引き」が公表されました。

※令和4年4月1日から、「事業継続力強化計画申請システム」からの電子申請となりました。
システムを利用するには、GビズIDアカウントが必要になります。

【計画に記載が必要な事項】
・ハザードマップ等を活用した自然災害リスクの確認結果
・安否確認や避難の実施方法など、発災時の初動対応手順
・人員確保、建物・設備の保護、資金繰り対策、情報保護にあたって取組を進める
具体的な対策

・訓練の実施や計画の見直しなど、事業継続力強化の実効性確保の取組

【具体的な事前対策例】
★人員確保
・従業員の業務内容・作業手順等のマニュアル化
・他社との連携による非常時の従業員の相互応援体制の構築
・在宅勤務を可能とする環境整備

★建物・設備の保護
・配電盤等の重要設備の高所設置
・停電に備えた自家発電設備の導入 ・地震に備えた機器の固定

★資金繰り対策
・被災をした際に、融資を受けることができる窓口を確認
・水害や地震などの災害に対応した損害保険や共済に加入
・休業時に利益補償をする保険に加入
・建物や機械設備だけでなく、在庫や中間財などを対象とする保険・共済に加入

★情報保護
・契約書や顧客情報など、重要な情報を複製化
・クラウドサーバーを活用した情報の保管
・従業員の個人パソコンのセキュリティ確認

★取引先・他社との協力体制
・地域の企業との非常時応援体制の整備
・取引先や、同業者組合等での連携

制度の概要

【認定申請・お問い合わせ先】 九州経済産業局 産業部 経営支援課 経営力向上室（事業継続力強化計画申請関係）

TEL：092-482-5561 平日10時～12時、13時～16時 ※計画認定を申請後、審査に日数（標準処理期間４５日）を要しますのでご留意ください。

市ハザードマップ

１．対象設備の税制優遇
計画に従って取得した一定の設備について取得価額20％
の特別償却が適用可能
対象者：青色申告書を提出する中小企業者等で、国から

計画の認定を受けたもの
対象設備：

●機械及び装置（100万円以上）
自家発電設備、制震・免震装置、排水ポンプ、揚水ポンプ など

●建物附属設備（60万円以上）
止水板、防水シャッター、自家発電設備 など

●器具及び備品（30万円以上） 全ての設備

※ 国・地方公共団体の補助金等の交付を受けて取得する設備は、
当税制措置の対象外となります。

２．国の「ものづくり補助金」等の加点措置

３．信用保証枠の拡大
計画の実行にあたり、民間金融機関から融資を受ける際、
信用保証協会による信用保証枠の拡大等

４．政府金融機関による低利融資
利率：設備資金について基準金利▲0.9％

５．損害保険料の割引等
※その他、詳細は中小企業庁のホームページをご確認ください。

税制優遇の詳細

損害保険料の割引等の詳細

計画認定を受けるメリット

中小企業庁ホームページ

災害事前対策に特化した融資制度

中小企業庁の計画策定の手引き等

〇 久留米市では、浸水対策をはじめとした災害への
事前対策を行う事業者への金融支援策として、
緊急経営支援資金（災害事前対策枠）の受付を開始します

〇 融資対象は、事業継続力強化計画の認定を取得し、
計画に記載する災害への事前対策を行うために必要な資金


